
 

 

 

 

 

 

 

 

                                           

(平成３０年度第１回) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年６月１日（金） 

 

 

 

社会

法 

福祉

 人神栖市社会福祉協議会 
 



0 

 

 

平成 30年度 第１回 神栖市社会福祉協議会理事会次第 

  

                      日 時：平成３０年６月１日(金)  

                           午後２時００分～ 

                  場 所：神栖市保健・福祉会館   

 

１． 会議適正審査報告 

２． あ い さ つ 

３． 議 長 選 出 

４． 議     事 

議案第１号 補欠評議員の選任候補者推薦について  

議案第２号 平成29年度神栖市社会福祉協議会事業報告及び決算の承認に ついて 

議案第３号 平成30年度定時評議員会の招集について 

議案第４号 神栖市障害者デイサービスセンターのぞみ、神栖市福祉作業所きぼう

の家にかかる第４期指定管理事業者への応募について 

 

５．閉     会 

 

  



 

議案第１号 

  補欠評議員の選任候補者推薦について 

 

 

＜提案理由＞ 

平成３０年３月３１日付で評議員の辞任届を受理した小林正明氏（特別養護老人ホーム

しおさい苑）、及び、野口豊子評議員の所属する「神栖市母の会」から、評議員推薦者を

変更する旨の申出を受けたため、後任の評議員２名について、評議員選任規程第２条の規

定に基づき、候補者を推薦するものです。 

候補者推薦案と併せ、評議員の選任を行う「評議員選任委員会」の招集について、ご審

議の上決議願います。 

 

 

 

平成３０年 ６月 １日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会  長  石 田   進 

 

 

 

平成３０年 ６月 １日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成３０年度 第１回 理事会 
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評議員選任案 

 

役職名 前任者氏名 
後 任 評 議 員 推 薦 案 

氏  名 選出区分（所属・役職等） 

評議員 小林 正明 山本 保憲 

社会福祉に関係のある団体 

－高齢者関係福祉施設

（特別養護老人ホームしおさい苑  

副施設長） 

評議員 野口 豊子  藤代 容子 

社会福祉に関係のある団体 

－市民活動グループ

（神栖市母の会 会長） 

 

※ 任期：平成３０年４月１日から平成３３年度定時評議員会終結時まで 

 

 

 

 

評議員選任委員会の招集（案） 

１．開催日時  平成３０年６月１日（金） 午後３時４５分から（予定） 

２．開催場所  神栖市保健・福祉会館内 

３・委員氏名  中山 照明（本会監事      ）※委員長 

徳永 正克（  〃        ） 

鈴木 伸洋（外部委員－司法関係者） 

人見  隆（本会役員経験者   ） 

橘田  勝（本会事務局長    ） 
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議案第２号 

  平成 29年度神栖市社会福祉協議会事業報告及び決算の承認について 

 

 

＜提案理由＞ 

定款第３９条及び経理規程第５７条の規定に基づき、平成２９年度の事業報告書及び決

算について、別添「平成29年度事業報告書及び収支決算書」及び附属明細書のとおり作成

しましたので、ご審議の上承認願います。 

なお本案につきましては理事会決議後、定時評議員会へ上程いたします。 

 

 

 

平成３０年 ６月 １日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会  長  石 田   進 

 

 

 

平成３０年 ６月 １日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成３０年度 第１回 理事会 
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議案第３号 

  平成３０年度定時評議員会の招集について 

 

 

＜提案理由＞ 

定款第１４条の規程に基づき、平成３０年度定時評議員会を、以下のとおり招集するこ

とについて、審議の上決議願います。 

 

 

平成３０年度定時評議員会 

開催日時 平成３０年６月２８日（木）午前１０時から 

開催場所 神栖市保健・福祉会館 

議事案件 議案第１号 補欠役員の選任 

議案第２号 平成29年度神栖市社会福祉協議会事業報告及び決算の承認 

招集予定 評議員４０名 

 

 

 

 

平成３０年 ６月 １日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会  長  石 田   進 

 

 

 

平成３０年 ６月 １日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成３０年度 第１回 理事会 
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議案第４号 

  神栖市障害者デイサービスセンターのぞみ、神栖市福祉作業所きぼうの家にかかる

第４期指定管理事業者への応募について 

 

＜提案理由＞ 

標記２事業は、平成１８年度から神栖市の指定管理者として運営しておりますが、本年

度をもって第３期の指定期間が満了となります。 

第４期（平成３１～３５年度の５年間）指定管理者に関して、神栖市担当課（障がい福

祉課）からは、利用者の範囲・定員、運営形態（利用料方式）など全て今期と同じ仕様で、

事業者を公募（応募要項は８月提示予定）することが伝えられています。 

この５年の間に、のぞみやきぼうの家と同じ「生活介護」「就労継続支援」を提供する

民間福祉事業所が市内に複数誕生し、現在もそれぞれ特色ある取り組みがされています。 

社協には、中立公正な立場で、民間福祉事業所を応援しつつ、民間が参入しない分野に

特化した事業運営・組織構成が求められています。特に、社会問題化している、引きこも

りの方や精神障害者支援、発達障害児支援、成年後見まで含めた権利擁護活動などは、社

協の専門性・強みを発揮できる取り組みであり、今後さらに充実させる必要があります。 

以上の理由を考慮して、第４期指定管理事業者への応募について、ご審議いただきたく

提案いたします。 

なお、本会がこれまで「地域福祉活動計画」等で示してきた、指定管理事業をはじめと

する福祉サービスの提供に関する方向性、また、第３期指定期間中の事業実績・収支状況

については次項に記載の通りです。 

 

 

平成３０年 ６月 １日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会  長  石 田   進 

 

 

平成３０年 ６月 １日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成３０年度 第１回 理事会 

  

5



指
定

管
理

事
業

に
関

す
る

今
後

の
方

向
性

（
案

）
、

及
び

第
３

期
（

平
成

2
6
～

3
0
年

度
）

の
実

施
状

況

１
．

今
後

の
方

向
性

（
案

）

　
　
社
協
の
役
割
は
、
行
政
や
民
間
事
業
所
で
は

取
り
組
め
な
い
分
野
の
福
祉
活
動
を
開
拓
・
推
進
す
る
こ
と
で

、
社
会
資
源
が
充
足
し
市
場
化
さ
れ
た
分
野
で
活
動
を
続
け
る
こ

　
と
は
、
社
協
の
中
立
性
が
損
な
わ
れ
、
利
用
者

や
他
事
業
所
と
の
利
益
相
反
の
問
題
も
発
生
し
ま
す
。
そ
の
た

め
、
介
護
保
険
分
野
で
は
既
に
多
く
の
事
業
を
終
了
さ
せ
、
継
続

　
す
る
事
業
も
「
地
域
福
祉
活
動
計
画
」
で
位
置

づ
け
を
明
確
化
し
て
き
ま
し
た
。
現
在
、
市
が
公
募
で
事
業
者

を
選
定
す
る
事
業
に
社
協
が
参
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
理
由

は

　
５
年
前
よ
り
も
減
少
し
て
お
り
、
ま
た
第
３
期

中
の
収
支
状
況
(
下
表
)
を
み
て
も
継
続
を
主
張
で
き
る
立
場
に

は
あ
り
ま
せ
ん
。

２
．

実
施

状
況

（
利

用
実

績
） 福

祉
作

業
所

き
ぼ

う
の

家
 （

月
～

金
。

定
員

３
０

名
）

障
害

者
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
セ

ン
タ

ー
の

ぞ
み

 （
月

～
土

。
定

員
２

０
名

）

利
用
者
延
べ
人
数

利
用
者
延
べ
人
数

生
活
介
護

就
労
継
続

計
生
活
介
護

放
課
後
デ
イ

計

平
成

2
6
年

度
2
4
3
 日

 
2
,4

3
4
人

  
4
,4

2
2
人

  
1
8
.2

人
  

2
,7

1
2
人

1
8
7
人

2
,8

9
9
人

平
成

2
7
年

度
2
4
3
 日

 
3
,0

5
1
人

  
4
,6

8
7
人

  
1
9
.3

人
  

2
,9

9
6
人

3
0
7
人

3
,3

0
3
人

平
成

2
8
年

度
2
4
2
 日

 
2
,9

7
2
人

  
4
,6

9
4
人

  
1
9
.4

人
  

2
,6

7
1
人

2
8
5
人

2
,9

5
6
人

平
成

2
9
年

度
2
4
3
 日

 
3
,0

5
2
人

  
5
,0

5
6
人

  
2
0
.8

人
  

2
,4

4
4
人

2
5
7
人

2
,7

0
1
人

３
．

実
施

状
況

（
収

支
。

3
0
年

度
は

当
初

予
算

額
）

福
祉
作
業
所
き

ぼ
う
の
家

障
害
者
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
の
ぞ
み

平
成

2
6
年

度
3
7
,8

0
7
,9

4
0

(
7
,2

0
3
,0

0
0

)
3
4
,9

1
5
,1

1
9

 
財

調
 
3
9
4
万

円
補

填

平
成

2
7
年

度
3
4
,0

7
0
,8

3
9

(
2
,3

9
7
,0

0
0

)
3
1
,2

5
1
,1

7
2

収
益
 

　
収
入

（
う

ち
指

定
管

理
料

）
 

支
出
 

収
益

2
,8

9
2
,8

2
1
 

5
1
,7

3
4
,5

5
1
 (

 1
4
,1

3
2
,0

0
0
 )

 
5
8
,1

7
4
,6

3
5
 

-
6
,4

4
0
,0

8
4
 

2
,8

1
9
,6

6
7
 

4
8
,0

6
5
,1

0
1
 (

 
4
,8

6
8
,0

0
0
 )

 
5
3
,6

6
5
,1

0
1
 

-
5
,6

0
0
,0

0
0
 

 
財

調
 
2
8
0
万

円
補

填

平
成

2
8
年

度
3
1
,7

4
6
,1

8
3

(
0

)
3
0
,5

4
9
,8

8
2

1
,1

9
6
,3

0
1

4
0
,5

7
6
,5

7
2

(
0

)
4
0
,5

5
8
,5

2
8

1
8
,0

4
4

 
本

部
へ

繰
入

 
1
1
7
万

円

平
成

2
9
年

度
3
4
,9

2
5
,2

1
0

(
0

)
2
8
,4

9
4
,9

6
4

6
,4

3
0
,2

4
6

4
0
,1

8
0
,7

8
0

(
0

)
4
0
,0

2
2
,3

4
8

1
5
8
,4

3
2

 
本

部
へ

繰
入

 
6
0
0
万

円

平
成

3
0
年

度
3
4
,0

0
3
,0

0
0

(
0

)
3
0
,7

1
5
,0

0
0

3
,2

8
8
,0

0
0

4
1
,8

5
6
,0

0
0

(
0

)
4
1
,4

2
7
,0

0
0

4
2
9
,0

0
0

 
本

部
へ

繰
入

 
3
2
8
万

円

累
積

収
益

1
6
,6

2
7
,0

3
5

-
1
1
,4

3
4
,6

0
8
 

5
,1

9
2
,4

2
7

収
益
計

-
3
,5

4
7
,2

6
3
 

-
2
,7

8
0
,3

3
3
 

1
,2

1
4
,3

4
5

6
,5

8
8
,6

7
8

3
,7

1
7
,0

0
0

備
　
考

　
収
入

（
う

ち
指

定
管

理
料

）
支
出

2
,0

0
4
人

  
3
1
1
 日

 
8
.7

人

1
,6

3
6
人

  
3
1
2
 日

 
1
0
.6

人

1
,7

2
2
人

  
3
1
0
 日

 
9
.6

人

営
業
日

日
平
均
利
用

営
業
日

日
平
均
利
用

1
,9

8
8
人

  
3
1
0
 日

 
9
.4

人

6



 

＜資料＞ 関係法令、本会定款、規程等（抜粋） 

＜ 定 款 （平成２９年４月 改訂）＞ 

（評議員の資格） 

第８条 社会福祉法第40条第４項及び第５項を遵守するとともに，この法人の評議員のうちには，評議員のいず

れか一人及びその親族その他特殊の関係がある者（租税特別措置法施行令第25 条の 17 第６項第１号に規定す

るものをいう。以下同じ。）の合計数が，評議員総数（現在数）の３分の１を超えて含まれることになっては

ならない。 

（評議員の選任及び解任） 

第９条 この法人に評議員選任・解任委員会を置き，評議員の選任及び解任は，評議員選任・解任委員会におい

て行う。 

２ 評議員選任・解任委員会は，監事２名，事務局職員１名，外部委員２名の合計５名で構成する。 

（評議員の任期） 

第10条 評議員の任期は，選任後４年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の

時までとする。ただし，再任を妨げない。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠によって就任した評議員の任期は，前任者の残任期間とすることがで

きる。 

（招 集） 

第14条 評議員会は，法令に別段の定めがある場合を除き，理事会の決議に基づき会長が招集する。 

２ 評議員は，会長に対し，評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して，評議員会の招集を請求するこ

とができる。 

（構 成） 

第26条 理事会は，全ての理事をもって構成する。 

（権 限） 

第27条 理事会は，次の職務を行う。ただし，日常の業務として理事会が定めるものについては会長が専決し，

これを理事会に報告する。 

（１）この法人の業務執行の決定 

（２）理事の職務の執行の監督 

（３）会長，副会長及び常務理事の選定及び解職 

（招 集） 

第28条 理事会は，会長が招集する。 

２ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは，副会長が理事会を招集する。 

（議 長） 

第29条 理事会に議長を置き，議長はその都度選任する。 

（決 議） 

第30条 理事会の決議は，決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出席し，その過半数

をもって行い，可否同数のときは議長の決するところによる。 

２ 前項の規定にかかわらず，理事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書面

又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案について異議を述べたときを除く。）は，

理事会の決議があったものとみなす。 
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（議事録） 

第31条 理事会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を作成する。 

２ 出席した会長及び監事は，前項の議事録に記名押印する。 

（事業報告及び決算） 

第39条 この法人の事業報告及び決算については，毎会計年度終了後，会長が次の書類を作成し，監事の監査を

受けた上で，理事会の承認を受けなければならない。 

（１）事業報告 

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表 

（４）収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書） 

（５）貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の附属明細書 

（６）財産目録 

 

 

 

 

＜ 評議員選任規程 （平成２８年１２月 一部改訂）＞ 

（評議員候補者の推薦及び解任の提案） 

第２条 評議員選任候補者の推薦及び解任の提案は，理事会が行う。 

２ 評議員候補者の推薦は，別表に定めるところにより行う。 

（評議員選任・解任委員会の設置） 

第３条 評議員の選任及び解任を行うための機関として，評議員選任・解任委員会（以下「委員会」とい

う。）を設置する。 

（評議員の選任） 

第４条 委員会は，理事会から本会の評議員として推薦された候補者について，次に掲げる事項の説明を

受けた上で審議し，選任について決議を行う。 

（１）当該候補者の経歴 

（２）当該候補者を候補者とした理由 

（３）当該候補者と当法人及び役員等との関係 

（４）当該候補者の兼職状況 

別表 

区 分 人数 

１．地域福祉事業に関心を持つ者（福祉活動の地域別代表者） 
１０～１６

２．学識経験者等 

３．社会福祉に関係のある団体の代表者（医薬関係団体、高齢者施設、児童関係施設、

商工団体、企業団体、教育関係、子ども会育成連合会、ＮＰＯ法人、市民活動グルー

プ、ボランティア連絡協議会、シニアクラブ連合会、身体障害者福祉協議会等） 

１６～２２

４．行政関係者 １～２ 

合 計 ２７～４０
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＜経理規程（平成29年４月 改正）＞ 

（会計年度，計算関係書類及び財産目録） 

第５条 本会の会計年度は，毎年４月１日から翌年３月31日までとする。 

２ 毎会計年度終了後３か月以内に，次の計算書類及び第３項に定める附属明細書（以下「計算関係書類」とい

う。）並びに財産目録を作成しなければならない。 

（１）法人単位資金収支計算書及び資金収支内訳表   （６）事業区分貸借対照表内訳表 

（２）法人単位事業活動計算書及び事業活動内訳表   （７）拠点区分資金収支計算書 

（３）法人単位貸借対照表及び貸借対照表内訳表    （８）拠点区分事業活動計算書 

（４）事業区分資金収支内訳表            （９）拠点区分貸借対照表 

（５）事業区分事業活動内訳表 

３ 付属明細書として作成する書類は下記とする。 

（１）基本財産及びその他の固定資産の明細書  （10）基本金明細書 

（２）引当金明細書              （11）国庫補助金等特別積立金明細書 

（３）拠点区分別 資金収支明細書       （12）積立金・積立資産明細書 

（４）拠点区分別 事業活動明細書       （13）就労支援事業別事業活動明細書(多機能型事業所等用)

（５）借入金明細書              （14）就労支援事業製造原価明細書(多機能型事業所等用) 

（６）寄附金収益明細書            （15）就労支援事業販管費明細書(多機能型事業所等用) 

（７）補助金事業収益明細書          （16）就労支援事業明細書(多機能型事業所等用) 

（８）事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書 

（９）事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書 

４ 財務諸表，附属明細書及び財産目録は，消費税等の税込金額により記載する。 

５ 計算関係書類及び財産目録は電磁的記録をもって作成する。 

６ 計算関係書類及び財産目録に記載する金額は，一円単位をもって表示する。 

（計算関係書類及び財産目録の作成） 

第55条 会計責任者は，第５条第２項に規定する計算関係書類及び財産目録案を作成し，会長に提出する。 

（計算関係書類及び財産目録の監査） 

第56条 会長は，計算関係書類及び財産目録を監事に提出する。 

２ 会長は，次のいずれか遅い日までに，監事から，計算関係書類及び財産目録についての監査報告を受けなけ

ればならない。 

①計算書類を提出した日から４週間を経過した日 

②計算書類の附属明細書を提出した日から１週間を経過した日 

（計算関係書類及び財産目録の承認） 

第57条 会長は，第56条の監査を受けた計算関係書類及び財産目録を理事会に上程し，承認を受けなければな

らない。 

２ 会長は，前項の承認を受けた計算関係書類並びに監査報告を定時評議員会の招集通知に添付し，計算関係書

類及び財産目録について承認を受けなければならない。 

（計算関係書類及び財産目録の備置き） 

第58条 会計責任者は，前条の理事会の承認を受けた計算関係書類及び財産目録並びに監査報告を，定時評議員

会の２週間前の日から５年間，その主たる事務所に備え置かなければならない。 

 

 

  

9


	理事会資料Ｈ30
	指定管理事業決算の歴史



